
金融2社の経営状況、ユニバーサルサービスの責務の 遂行への影響等を勘案しつつ、できるだけ早期に、全株処分を目指す

※ 自己保有株式を除く発行済株式総数に対する保有割合（2020年3月末現在）

日本郵政グループの構成

企業価値向上

　日本郵政グループは、全国の郵便局ネットワークを通じて、郵便・貯金・保険の三事業を中心とした
さまざまな商品・サービスを提供し、お客さまの生活全般に深くかかわり、お客さまと地域・社会の
お役に立ち続ける企業グループ、「トータル生活サポート企業グループ」を目指しています。

　全国に展開する郵便局ネットワークを
通じて、幅広い個人のお客さまに総合的
な金融サービスをご提供しています。
　（株）ゆうちょ銀行は、「お客さまの声を
明日への羅針盤とする『最も身近で信頼
される銀行』を目指します。」を経営理念と
しています。

　郵便局とかんぽ生命の直営店を通じて、
全国のお客さまに「保険」という安心を
お届けしています。
　（株）かんぽ生命保険は、「いつでもそば
にいる。どこにいても支える。すべての
人生を、守り続けたい。」を経営理念とし、
お客さま一人ひとりの人生を保険の力で
支え、守り続けてまいります。

お客さまと地域・社会の
お役に立ち続ける

「トータル生活サポート
企業グループ」へ

　郵便サービスをなるべく安い料金であまねく公平に
提供することに加え、（株）ゆうちょ銀行から受託する
銀行窓口業務および（株）かんぽ生命保険から受託
する保険窓口業務についても、郵便局を通じて全国の
お客さまにご提供しています。
　今後も、国民共有の財産である郵便局ネットワークの
水準を維持し、公益性・地域性を十分発揮するとともに、
郵便局のサービスをさらに便利なものとし、地域の
お客さまの生活を総合的にサポートできるよう取り
組んでまいります。

郵便局ネットワークを最大限に生かし
地域のお客さまをサポート

銀行業で
お客さまの生活をサポート

生命保険業で
安心のある生活をサポート

政府

株式保有義務1/3超
（郵政民営化法）

株式保有義務100％
（郵政民営化法）

株式保有割合約89％※ 株式保有割合約64％※

P.99

詳細情報は
資料編を
ご覧ください

P.46

P.48 銀行業 P.52 生命保険業 P.54

P.50

P.102

詳細情報は
資料編を
ご覧ください

P.105

詳細情報は
資料編を
ご覧ください

株式保有割合約63.2％※

（発行済株式総数に対する保有割合は約56.9％）

（郵政民営化法）

郵便・物流事業

金融窓口事業

国際物流事業

P.94

詳細情報は
資料編を
ご覧ください
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